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Ⅰ はじめに

韓国において工業化に伴う雇用の変化を明らかにするためには二つの課題がある。第一は，

最も信頼できる国勢調査が植民地工業化時代と言われる 1930 年代における雇用減少という

結果を示している点を説明することである。第二は，植民地期と解放後を連結することであ

る。

第一の課題に関する従来の研究は，直接に言及するかしないかにせよ 1940 年朝鮮国勢調

査が 1930 年朝鮮国勢調査より厳格に行われたためであるというように説明している（堀和

生 1986；尾高煌之助 1988；許粹烈 1992；金洛年 2010）。他方，植民地工業化に関する従来の

研究は，女子が担っていた家内工業の縮小と第二次産業における生産性向上を明らかにして

いる（Suh, Sang Chul 1978；橋谷弘 1990；許粹烈 1993；金洛年 2002；Kim, Duol and Ki-Joo

Park 2008）。一方，朴二澤（2007）は，歴史人口学の分析方法に基づいて 1930 年代有業者絶

対数の減少と無業者絶対数増加の原因を年齢構造の変化に求められるという興味深い分析結

果を提示している。以上の植民地工業化研究と朴研究を参考すると，家内工業の縮小と第二

次産業比重の増加および生産性向上により女子は仕事を失い無業へ転換することを予想でき

る。この予想は，1980 年代低開発国，開発途上国，先進国 100 余国の経済発展初期における

家内工業製品の相対価格の下落と農業女子労働力の需要減少，そして家族の暗黙的な女子労

働力に対する賃金未払い買入れにより女子労働参加率が減少することを明らかにした Gold-

in（1995）により実態としての可能性を高める。

第二の課題は，植民地期と解放後における調査基準が大きく変化したことと分断により調

査の範囲が大きく変化したことである。本稿では，前者は事業体調査を利用して解決を求め

ようとし，後者については南北分割を試みた従来の研究を参照しながら調整する。
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Ⅱ 植民地工業化と雇用：「朝鮮国勢調査」分析

1 雇用なき成長

韓国の就業人口を推計するための第一課題は，言い換えれば 1930 年と 1940 年の朝鮮国勢

調査結果の評価である。まず，1930 年代朝鮮における就業構造全体の変化について日本と比

較しながら調べてみよう（表 1）。職業別人口の中分類集計資料は，1930 年，40 年とも存在す

る。しかし産業別人口に関しては 1940 年の中分類集計資料が残っているが，1930 年に関し

ては合計値だけが残っている。一方，職業別人口は，両年の集計結果発表様式が異なり，比

較するために中分類の結果を再分類して集計した（附表 1）。また 1940 年の場合に経営者，

事務者，技術者を各産業とは別途に集計した。その中で技術者に関しては各産業別に分けら

れるが，男子の大半を占めている事務者（男 1,976百名 81.3％，女 141百名 22.2％）と女子の

大半を占めていた「理化学研究員」（男 52名 2.1％，女 485百名 76.4％）に従事している者を

分けられずそのままにして置いた。ただし，事務者は「主として販売仕入れの事務的方面に

携はる者，例へば記帳，会計に当る商店主，会社の販売係員等」であったため，商業に加え

ることができ，理化学研究員は「技師，技手の如き技術者でも単に研究や試験のみに従事す

る者は工学研究員等の如く記入」したことから，工業に加えることができると考えられる。

1940 年職業別有業者総数は，1930 年における総有業者数の 5.6％に該当する 54万 9千名

が減少した。このような結果は，男子有業者が 16万 3千名増加したにもかかわらず 71万 3

千名の女子有業者が減少したためであった。男子有業者は農水産業，商業においてそれぞれ

約 49万名，3万 7千名減少し，鉱業，工業においてそれぞれ 6万 4千名，7万 3千名増加し

た。一方，女子有業者の場合には変化の様子が異なった。農水産業，商業においてそれぞれ

54万 5千名，6万 5千名減少しただけではなく工業においても 22万 7千名減少した。それ

によって女子総人口の中で女子無業者の比率が 1930 年 67.7％から 40 年には 78.3％まで増

加したのである。

以上のような植民地期朝鮮における就業構造の変化は同様の基準で調査された日本とは異

なるものであった。日本の場合，農水産業の男子有業者は減少したが同業の女子有業者は増

加し，工業部門の男子および女子有業者は増加した。

以上で考察したように植民地期朝鮮における急激な工業化が進行されたといわれる 1930

年代において有業者の絶対数が減少した，いわゆる「雇用なき成長」という現象を如何に説

明すべきであろうか。

2 調査基準および集計過程

最初に調査基準および調査過程，そして集計過程について検討する必要がある。許粹烈

（1992）は，1930 年代に家内工業の製造戸数が減少した点を指摘しているにもかかわらず
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1930 年国勢調査に比べ 1940 年国勢調査の「調査精度」が高くなり「1940 年国勢調査の女子

工業本業者数は過小評価されている可能性がかなり高い」と評価している。それでは 1930

年国勢調査の調査精度が 1940 年国勢調査と比べて落ちていたのか。調べた結果調査精度が

落ちていた根拠はなかった。

1930 年植民地朝鮮国勢調査の職業分類は，日本内閣訓令基準 377 小分類に朝鮮の特殊事情

を考慮して朝鮮特別 92 分類を加え，日本国内国勢調査 439 分類を超える 469 分類になった

（表 2）。1930 年朝鮮国勢調査の指揮を取った臨時国勢調査課長河野節夫は，調査員に記入す

る際の職業名称を詳細に書くよう指示した（河野節夫 1930：7）。

工業化初期であり職業分類の精度の落ちる可能性がある家族従事者の調査基準も 1940 年

調査だけではなく 1930 年調査においても一時的なものを除いているため，1940 年の調査結

果が過小評価されたものとは言えない。ただし 1930 年調査において休業者や再就職を準備

する者を現職業者として把握した可能性はある。また副業者と内職者が 1940 年調査におい

て過小評価された可能性が高いが調査基準を確認するとそうではなかった。

一方，集計過程において 1930 年調査が過大評価される可能性は，夜間学校に通う学生と一

緒に職業種類と学生・生徒を併記した場合にある。しかしその反対の場合である収入種類と

学生・生徒を併記した場合に学生・生徒として分類したため，両項目を合わせると過大評価

される可能性は低くなる。最後に 1930 年調査の在所者が作業種類を記入した場合に現職業

者として集計した。

以上，調査基準と集計過程を調べた限り，1930 年朝鮮国勢調査の精度が 1940 年朝鮮国勢

調査に比べて落ちたという確実な根拠はない。なお，1940 年国勢調査の調査過程および集計

過程においてその結果が過小評価されたとしても男子の職業別無業者約 130万名の増加と女

子の職業別有業者約 70万名の減少および職業別無業者約 245万名の増加を説明するには不

十分である。不十分であると言える重要な根拠は，同様の基準で調査された日本の場合，植

民地朝鮮と異なり工業化の進展や高度化された産業構造が反映され上述のように工業部門有

業者数はもちろん全有業者数においても減少せず植民地朝鮮と異なる様子を見せている点で

ある。

3 主業者と副業者

それでは次に検討すべきものは，1930 年農水産業および工業部門における有業者として集

計された副業者が 1930 年代において工場制拡大の結果，職業を持つ者として認められず集

計から大規模に除外され，総有業者の減少として表れたのではないかという点である。この

疑問点を解決するためには副業者数の変化が総有業者数の変化に影響を与えるという認識の

下で台湾国勢調査副業の実態を分析した，劉怡怜・斎藤修・谷口忠義（1998）を参照するこ

とができる。この研究の主な主張は，台湾の場合，1905 年，15 年，20 年，30 年において「本
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業なき女子副業者」がそれぞれ 26万 3千名，19万 9千名，22万 3千名，10万 5千名存在し

ており，これは総有業者がそれぞれ 58万名，67万 9千名，70万 9千名，41万 9千名であっ

た点を考慮すると有業者数変化の重要変数であった点を強調したことである。植民地朝鮮の

場合はどうであったのか。「本業ある副業者」および「本業なき副業者」を分離して集計し，

副業者の調査に関して一番信頼できる 1930 年の台湾と朝鮮における国勢調査集計結果を比

較してみると，副業の形態が相当異なっていたことが確認できる（表 3）。台湾の総女子有業

者のうち，本業なき女子有業者の割合は 25.26％でその割合がかなり高かった反面，本業な

き台湾男子と韓国男子および女子の割合はそれに比べると低い割合であった。このように台

湾の本業なき女子有業者の割合が高い理由は，台湾の商業的農業が朝鮮より発達しており，

ほとんどの主要家内工業が専業化されたためであったと判断される（木村光彦 1981：14）。

日本の場合でも本業なき女子有業者は低い割合を占めていた（劉怡怜・斎藤修・谷口忠義

1998：147）。

以上のように朝鮮国勢調査における副業者のほとんどが，本業ある副業者であったため

1930 年農水産業および工業部門において有業者として集計された副業者が工場制の拡大過

程において職業を大規模に失ったとしても総有業者の減少として表れ難いということである。

ただし国勢調査よりは調査の精度が落ちるが時系列的な変化を確認できる『統計年報』（朝

鮮総督府）における「主業者」と副業者（「その他の業務を有する者」）の変化は興味深い事

実を示している。『統計年報』における総主業者男子は 1930 年 520万名から 40 年に 530万

名に若干増加しており，総主業者女子は 1930 年 380万名から 40 年に 350万名に減少してい

る。一方，総副業者男子は 30 年 100万名から 40 年に 56万名へと約半分に減少しており，総

副業者女子は 30 年 100万名から 40 年に 36万名へと大幅に減少している。『統計年報』にお

ける副業者とは，戸主である主業者以外の家族が働いているかいないかを調査した結果で，

韓国の就業人口
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出所：朝鮮総督府『国勢調査』1930 年，劉怡怜・斎藤修・谷口忠義（1998）。

表 3 朝鮮と台湾における副業形態の比較（100名，％）



この数値と主業者の数値を合計すると総有業者数になる。1930 年から 40 年において産業別

主業者男女割合の変化をみると，昭和恐慌の影響で 1933 年までは全ての産業において女子

の割合が下がっているがそれ以降の変化はそれぞれの産業において異なる（図 1）。農水産業

における女子の割合は景気回復以降増加しており，1940 年以降は 1930 年よりその割合を上

回るようになる。鉱工業および公務自由業においては，1938 年までは増加しているがそれ以

降は減少しており，商交通業およびその他産業においては引き続き減少している。他方，

1930 年現在総主業者男子および女子のそれぞれ約 1/5 と 1/4 の数であった副業者における

女子の割合は，1930 年から 1933 年までは農水産業以外においては急激に減少しており，そ

れ以降にも 1940 年までは減少の傾向を維持している（図 2）。以上の事実から戸主以外の職

業を有していた家族の中で男子よりは女子が 1930 年代工業化過程において職業を失った割

合の増加したことは間違いなく，これで 1940 年女子有業者数の減少した部分を一部説明で

きる。

それでは現在の資料状況の下での次の選択肢は，無業者の増加原因と家内工業従事者の減

少原因を分析し，それぞれ有業者の減少原因および家内工業従事者の減少原因を推定するこ

とである。
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出所：朝鮮総督府『統計年報』。

図 1 産業別主業者男女割合の推移（女／男）



4 無業者および年齢構造

無業者は，現役軍人，無業収入者，無業その他（学生，無業家族，入院者，救助を受ける

者，収監者，無業その他）で構成されており，学生および無業家族が 1930 年と 40 年両年に

おいて無業者数の 99％を占めていたためその二つの部門に注目することにする（表 4）。無

業者増加に一番多く寄与した部門は，学生部門の男子が 35％である程度高い割合であった

が，無業家族部門の割合が圧倒的に高かった。朴二澤（2007）は，この無業家族部門の増加

を児童割合の増加とそれに伴う出産，保育などの家事労働に専念しなければならない女子の

割合が増加したものとして解釈している。筆者もその意見に同意し，職業別年齢構造の変化

を考察することでその事実を確認することにする。

1930 年に比べて 40 年の農水産業男子有業者は，前述したように全体的に減少する中で就

学あるいは扶養対象である 14歳以下年齢層において急激に減少し，10 代後半，20 代前半，

30 代，60 代後半以上において減少，20 代後半，40 代前半から 60 代前半において増加という

状況であった（表 5）。これに対して農水産業の女子は，全体的に絶対数においては全年齢層

にかけて農水産業男子と同水準の規模で減少する中で出産および養育を担当する可能性の高

い年齢である 20 代前半以下年齢層の減少が著しかった1）。1936 年における朝鮮人女子の初

婚年齢別割合は，14歳以下 8.4％，15-19歳 72.6％，20-24歳 14.0％，25歳-29歳 2.9％であっ

た2）。当時の女子は 10 代後半になるほとんど結婚していたことがわかる。工業の男子は全
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出所：朝鮮総督府『統計年報』。

図 2 産業別副業者男女割合の推移（女／男）



体的には 44％（13万 5千名）増加したが生産可能年齢層以上に当る 60歳以上の年齢層にお

いては減少した。一方，工業部門の女子は平均で 80％（約 22万 6千名）減少したが，補助労

働者あるいは短期労働者として就業した可能性の高い 20歳未満の年齢層においては平均よ

り少なく減少した。商業部門の女子も 10 代後半を除くと全ての年齢層において減少した。

無業の男子は総増加分（約 130万名）の約 80％（106万 8千名）であった 14歳以下の年齢層

が圧倒的であった。無業女子の場合は，総増加分（約 246万名）の約 39％（約 94万 9千名）

が 14歳以下の年齢層であり，10 代後半も少なくなく，出産および養育可能年齢である 20 代

前半以上の年齢層においても割合に均等に分布されている。それでは生産可能年齢層におけ

る年齢構造の変化は如何なるものであったのか。各産業における各年齢層別割合の変化を男

子についてみると，農水産業においては全ての年齢層において割合が減少しているが，他の

産業においては 15歳以上から 44歳以下における就業者の割合が増加している。

各産業における年齢コーホート別就業者数の変化をみると，農水産業における男女，工業

および商業における女子就業者は全ての年齢層において減少しているが，工業および商業に

おける 25歳から 34歳年齢層は増加しているのが注目に値する（表 6）。すなわち非農水産業

において全体的には雇用の機会が減少しているが，男子の 20 代後半から 30 代前半までの年

齢層においては雇用機会が拡大していたのは否定できない事実であったのである。

以上の年齢構造の変化を無業者の変化（表 4）と比較してみると，男子無業者 14歳以下年

齢層における増加分の約 42.1％（44万 9千名）および女子無業者 14歳以下年齢層における

増加分の約 27.5％（26万 1千名）を就学者として説明できる。このような事実と女子無業者

の増加が全年齢層にかけて発生した事実は，男女において差はあったにもかかわらず一定程

度の就学者増加と人口の自然増加にしたがって出産および養育可能年齢人口も増加するよう
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出所：朝鮮総督府『国勢調査』1930 年および 1940 年版。

表 4 1930 年代における無業者の増加（100名，％）
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になったと総括することができる。このような事実は，1戸当り家族数が 1930 年代前半まで

は減少の傾向であったのが，それ以降から確認できる最終年である 1942 年まで引き続いて

増加していることからも裏付けられる（図 3）。

もちろん出産および養育可能年齢人口は生産可能人口でもあるが，この年齢層を生産可能
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出所：朝鮮総督府『国勢調査』1930 年および 1940 年版。

表 6 生産可能年齢層におけるコーホート年齢階層別絶対人口数の変化（100名，％）

出所：朝鮮総督府『統計年報』。

図 3 産業別 1戸当家族数の推移



人口という側面から減少の実態を調べることにする。

5 工業有業者および家内工業従事者

前述したように工業化の時代と言われる 1930 年代における工業有業者絶対数の減少（約

15万 4千名）という現象は，女子工業有業者の大幅な減少（約 22万 7千名）によるものであ

った（表 1）。このような特徴は日本と比較するとより鮮明になる（表 7）。日本の男子工業有

業者および女子工業有業者の増加率はそれぞれ 25.0％，27.9％で同様に増加した。一方，植

民地期朝鮮における男子工業有業者は日本男子工業有業者と同様な水準で 24.1％増加した

が，女子の場合は逆に 80.5％減少しており非常に異なる現象を示している。1930 年現在最

多数の女子工業有業者部門であった紡織・服・装身具部門においてもっとも大幅である約

82％（17万 1千名）減少しており，その次になる木製品においても約 97％（5万名）減少し

た。一方，軽工業部門であった紡織・服・装身具部門における男子有業者は日本および朝鮮

において両方とも減少しており，重工業部門であった金属・機械，化学部門においては両方

とも 2倍以上増加していることが確認できる。

韓国の就業人口

― 58 ―

出所：朝鮮総督府『国勢調査』1930 年および 1940 年版，内閣統計局『国勢調査』

1930 年および 1940 年版。

表 7 1930 年代朝鮮における工業有業者数の変化（100名）



しかし有業者の中で工場従事者数の場合，各部門において男女とも増加した（表 7）。それ

は 1930 年代における工場制が拡大する中で家内工業の生産が工場生産へ吸収された結果で

あると判断される3）。工場従事者を職員（事務従事者+技術従事者），職工，その他の従事者

の合計として把握する際に「その他従業者」に対する実態を明確にする必要があるが4），最も

多い有業者数が減少した紡織・服・装身具部門においても工場従事者は大幅に増加した。紡

織部門の工場女子従事者に注目して各部門別の変化を見ると（図 4），織物業工場女子従事者

数が 1930 年代半ば以降急激に増加したことが確認される。

以上で考察したように 1930 年代工業部門における有業者の減少は，重工業部門の男子有

業者数が増加したにもかかわらず軽工業部門家内工業における男子有業者と全産業部門家内

工業における女子有業者が減少した結果であったと判断される。

Ⅲ 植民地期と解放後の連結：「事業体調査」分析

就業人口を推計するための第二の課題は，解放前後の連結である。解放前後にかけて雇用

変化に関して信頼できる唯一の統計系列が「事業体調査」である。事業体を対象とした調査

は少なくないが5），類似した体系で調査されたもので現存する資料は多くない（付表 2）。こ

こでは 1930 年代植民地工業化と時系列で検討することができない限界があるが，5人以上の
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出所：朝鮮総督府『統計年報』。

図 4 紡織工業工場女子従事者数の変化（単位：100名）



全事業体を調査対象にしており現在の調査分類にしたがった調整も可能である資料 3，5，6，

7 について検討する6）。ただしこの系列の調査は，解放後の場合，国公立学校，国公立病院，

国公立図書館および社会福祉施設などの公立機関を調査対象から除いており従事者数を過小

評価している傾向がある点に留意すべきである。

韓国地域事業体従事者（附表 3）と韓国地域従事者中の製造業従事者（附表 4）7）の 1943（1）

は小分類の数値を 1955 年以降の分類基準に従って再構成したものである。また 1943（2）は

小分類がないため 1955 年以降の分類基準と比較不可能である 1948 年の資料と比較できるよ

う提示した数値である8）。また 1943 年の両数値は解放後と比較するよう韓国地域だけを計

算したものである。

まず，韓国地域事業体従事者数を男女別に調べてみる（図 5）。女子従事者は 1955 年に

1943 年水準を回復した後に増加する。男子従事者は 1955 年まで減少した後に 1962 年にな

ってから 1943 年水準を上回るようになる。これは女子従事者が製造業を始め全ての部門に

おいて増加したが，男子従事者は電気・ガス・水道および運輸・保管・通信部門を除いた鉱

業，製造業，建設業，商業・金融・不動産部門において減少したためである（付表 3）。一方，

韓国地域事業体の中で製造業従事者数は，女子の場合 1955 年に 1943 年水準を回復した後増

加し，男子の場合 1962 年になってから 1943 年水準を上回るようになるということは全事業

体従事者数の変化は類似しているが男女とも減少と増加の速度が相対的に早い（図 6）9）。各

部門別にみると，1948 年から 1955 年への女子の増加は軽工業部門の拡大が牽引しており，

同時期の男子の増加は繊維部門と重化学部門が牽引した。
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出所：附表 4 参照。

図 5 韓国地域事業体従事者数の変化（常時 5人以上，単位：名）



以上のように解放後経済再建期の近代的工業部門の雇用実態は 1930 年代とは異なり軽工

業部門女子従事者の雇用機会が拡大され始めた後に重化学工業部門男子従事者の雇用機会も

拡大され，この推移は女子の場合に 1960 年以降そして男子の場合には 1966 年以降全体就業

者数の拡大へとつながると考えられる。

Ⅳ 就業人口

植民地期の有業者数を解放後と結び付けるためには，まず，両時期の調査方法に関して検

討する必要がある。植民地期の有業者把握方法を有業者アプローチ（gainful worker ap-

proach）といい，解放後の就業者と失業者を同時に把握する方法を労働力アプローチ（labor

force approach）という。植民地朝鮮は日本が有業者アプローチを採択した 1920 年以来

1925 年に最初に適用され，解放後の労働力アプローチは 1960 年以降採択された（權泰煥・金

斗燮 2002 : 3-20）。それでは有業者アプローチによる「有業者」は労働力アプローチによる

「就業者」と繫げても問題はないのであろうか。

米国は 1870 年以来 1930 年まで有業者アプローチを採択し，1940 年以降 ILOと UN人口

委員会の勧告に従って労働力アプローチを採択した（權泰煥・金斗燮 2002 : 319）。米国セン

サス局（Census Bureau）は 1930 年 14歳以上人口の中の労働力（labor force）を推定した結

果，有業者（gainfulworkers）より 1,191千名（2.5％）少ない 47,404千名で両数値の間に大

きな誤差がなかった点を明らかにした（Durand 1948 : 197）。一方，日本は 1947 年以降労働
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出所：附表 5 参照。

図 6 韓国地域事業体中製造業従事者数の変化（常時 5人以上，単位：名）



力アプローチを採択したが，「有業者」と「就業者」とは合致する概念として受け止めている

（一橋大学経済研究所編 1961 : 39；総務省統計局統計研修所）。ただし本稿では，有業人口と

就業人口が同一概念ではない点を明確に認識している。すなわち有業人口とは「平素如何な

る職業または職務に従事する者」と定義されこれを総人口から引いた数値を無業人口，また

無業人口の中で「就業能力と意思を有していながらも就業機会を得られない者」を失業者と

定義している。これに対して就業人口とは「調査期間（1週間）中に収入に関連した仕事を少

しでも行われた者」（従業者）と「従業の体制にいながらも休んでいる者」の合計として定義

され，「調査期間中少しでも収入に関する仕事をしてない者」は完全失業者として定義される

（一橋大学経済研究所編 1961 : 39）。このような点に留意すると，就業人口を把握する際にも

最も調査範囲の広く信頼できる調査である国勢調査及び人口センサスが活用できる。韓国の

場合に 1944 年―1955 年の人口センサス調査が年齢報告方法の変化と戦争などにより他時期

の調査より精度は落ちるとしても，調査全体の水準はかなり高いものとして評価されている

（權泰煥・金斗燮 2002 : 242-5）。したがって植民地期の国勢調査における有業者数と解放後

の人口センサスにおける就業人口を繫げて把握しても大過はないと判断される。

つぎに，植民地期と解放後の就業人口を連結するためには，領域の変化を処理する必要が

ある。植民地期と解放後の連結方法について溝口敏行は，第一に，領域の相違を無視して単

純に連結する方法，第二に，道別統計を利用して解放前の数値を現在の韓国領域に合わせる

方法，第三に，北朝鮮の解放後の系列を推計して韓国と合計して連結する方法を提示した

（溝口敏行 1996 : 3-4）。一方溝口は，国民経済計算を推定する際に「京畿道は修正せず江原道

の 60％を韓国の数値として扱」っている（溝口敏行 1999 : 5）。本稿では，労働力に関して道

別統計より詳細なデータを得られ難い資料の制約と農業（朴燮 2001 : 40-3）とは異なり京畿

北部と江原道北部には工業施設が少なかったと予想されるため溝口が提示した第二の方法を

採択した10）。すなわち，植民地期に対して現在韓国に属している 9道である京畿，江原，忠

北，忠南，全北，全南，慶北，慶南，済州11）地域の朝鮮人数を算出した（付表 5）。

最も望ましい形の推移は，生産可能年齢以上の人口に対する有業者数および就業者数の割

合の変化である。植民地期国勢調査は，有業者アプローチに基づいたため失業調査が行われ

なかったが，1932 年以降，朝鮮総督府が実施した失業調査を分析した許粹烈の推計を利用す

ることができる（許粹烈 1993）。当時調査の失業という概念は，「就業能力と意思を有してい

るにもかかわらず，就職の機会を得られなかった状態」と定義され，当時日本国内の概念と

同様であった。しかし，調査範囲を給料生活者と労働者に限定しており，現在の調査範囲に

はるかに及ばない。それにもかかわらず，現在最も信頼性の高い植民地期の失業推計とする

ことができる。また解放後に関しては労働力の概念が適用されなかった 1955 年のデータを

現在の分類体系に調整し，無業者を「失望失業者」と見なすため体感失業率を 13.0％として

提示している金鍾¨・朴燮・朴永九（2006：37-40）が参考に値する。
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ただし以上の二つの研究を参考しても各調査年度別生産可能年齢が異なるために，総人口

に対する有業者数および就業者数の割合の変化をみるのが一番妥当な方法であると判断され

る。このような方法は，すでに金哲（1965：128-9）によって試みられた。彼は解放後の総人

口の就業者数の割合が植民地期に比べて低い理由の一つとして，植民地期の調査結果が実際

よりも過大評価されたと指摘している。しかし，前述したように調査基準が植民地期の国勢

調査においても非常に厳密に適用されていたことが確認された。また，彼は 1960 年の就業

者割合が，1955 年より急激に減少した理由の一つとして，1960 年の調査時期は農閑期である

12月 1日に実施されたことを指摘している。この点も，男子有業者の割合が継続的に減少し

ていることと女子有者数の割合が 1966 年にも 1955 年の水準に回復していなかった点から彼

の推論を受け入れ難い。

そのため，付表 5 の植民地期有業者の割合（C/B）と解放後就業者の割合（F/B）の比較を

限定的に使用することは大きな無理がないように考えられる（図 7）。ここで，解放後の工業

化が本格的に始まった 1960 年代半ばまでの男子就業者数の割合が継続して下落し，朝鮮戦

争以降，新たな工業化が開始される時期である 1950 年代後半に女子就業率が急激に下落し

たことを確認できる。この結果は，植民地期の工業化時代であった 1930 年代に女子有業率

が急激に減少したことがその時期だけの独特の現象ではなかったということを裏付けている

のである。
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出所：附表 6 参照。

図 7 韓国地域就業人口対総人口割合の変化



Ⅴ おわりに

韓国における工業化に伴う雇用の変化を推計するためには二つの課題があった。一つは，

植民地期における工業化の時代であった 1930 年代における雇用減少の現象を納得できるよ

う説明することであり，もう一つは，解放前後を連結することであった。

第一に，1930 年代における雇用減少の現象は，調査基準の変化によるものではなく実態を

反映したものであった。本稿では雇用減少を主導した 19歳未満男子および 10 代後半―20

代後半女子が無業者部門で増加したことを調査基準の変化ではなく，工場制普及に伴う生産

性向上，就学率の増加による雇用からの脱落で説明した。第二に，第二次および第三次産業

の雇用が，解放直後に減少したが朝鮮戦争後の経済再建期からは回復していった。

韓国における総人口に対する就業人口の割合は，女子の場合に戦時期の 1940 年代前半と

軽工業部門が拡大していった 1960 年代から増加しており，男子の場合に重化学工業時代と

言われる 1970 年代から増加していった。すなわち，韓国における就業人口の増加率が総人

口の増加率を持続的に上回るようになった時期は 1960 年代―70 年代であったのである。

＊ 本稿は，「植民地工業化と有業率の低下―1930・40 年朝鮮国勢調査の分析―」（政治経済

学・経済史学会 2009 年秋季全国大会自由論題）と「植民地工業化と有業率減少―1930・1940

年国勢調査の検証と解放後の比較―」（『経済史学』第 49号，2010 年）を改正したものである。

なお本稿は，日本本国と植民地朝鮮との経済交流関係を「綿米交換体制」と規定し広く引用

された「植民地」（大石嘉一郎編『日本産業革命の研究』下，東京大学出版会，1975）の著者

である村上勝彦先生が東京経済大学で長年主催した「朝鮮近代経済史研究会」から学んだ成

果である。

注

1 ）当時の早婚風習は大きな社会問題として扱われており（韓国歴史情報統合システム http://

www.koreanhistory.or.kr/），この点に関しては（リュスンヒョン 1998；金炅一 2007）が参考に

なる。

2）リュスンヒョン（1998）は，『調査月報』（朝鮮總督府）の調査資料に基づいて 1912 年から 36 年

までにおける朝鮮人女子の最初結婚年齢別割合を提示している。

3）1930 年代後半における家内工業部門の縮小に関してはすでに言及されてきた（許粹烈 1992；張

智庸 1999；金洛年 2003）。

4）工場従事者に対する既存推計（朴基柱 2006）はこの点について言及しておらず過大評価された

可能性がある。

5）この点に関しては経済企劃院 調査統計局（1985）と李大根他（1990）を参照されたい。

6）植民地期日本国内の事業体雇用者の体系的な調査は 1924 年から始まり（内閣統計局 1924），

1936 年までは 3年の間隔で公表されたがそれ以後は 2年後になる 1938 年に公表される。この
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調査体系は調査範囲を縮小する形で植民地朝鮮にも適用され調査が行われる（表 2 の資料 2）。

一方戦争が本格化された 1941 年には，人的資源動員の目的の下で新しく編成された調査体系

が日本国内と植民地朝鮮に同様に適用される（内閣統計局 1941；表 2 の資料 3）。

7）製造業の分類は 1970 年韓国標準産業分類に基づいて植民地期産業分類を再構成した朴基柱

（2008）に従っている。

8）ただし留意すべき点は 1943（1）のサービス部門は同時期分類である事務所・商店の小分類であ

る「その他事務所」の数値であることである。すなわちこの数値の全てをサービス部門として

扱うことは無理であるということである。

9）1960 年代以降の雇用変化に関しては，宣在源（2006）を参照されたい。

10）また緻密な南北分割を試みた金洛年（2008）を参照できるが本稿には反映できなかった。

11）植民地期の済州道は全南地域に属していた。
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附表 1 1930 年および 1940 年国勢調査職業別中分類項目の比較
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出所：附表 3 参照。

注：（1）は小分類で再構成した数値，（2）は中分類で再構成した数値。

附表 4 韓国地域事業体中製造業従事者数の変化（常時 5人以上，単位：名）

出所：附表 3 参照。

注：（1）は小分類で再構成した数値，（2）は中分類で再構成した数値。

附表 3 韓国地域事業体従事者数の変化（常時 5人以上，単位：名）
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出所：朝鮮総督府『簡易国勢調査』1925 年版，同『国勢調査』1930 年および 1940 年版，同『人口調査結果

報告』1944 年版，『簡易人口調査』1949 年版，『総人口調査』1955 年版，韓国統計庁『人口および住

宅センサス』1960 年版以降各年度，許粹烈（1993）。

附表 5 韓国地域の総人口および就業人口割合の変化（単位：千名，％）


